
平成 25年度実績に関する事務事業評価表
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３ 適正でない
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１ 適正である

３ 低い
３ 低い２ 普通

２ 改善の余地あり
Ｂ

１ 妥当である
１ 高い

１ 適正である

１ 高い
１ 高い

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

３ 妥当でない１ 妥当である
１ 妥当である

協働になじまない

25年度

3,309

不正発見

26年度

目施  策  名

計画

５-２　林業経営基盤の整備強化と担い手育成 市民協働の状況

指　標　名

3,539

単位

補助金の交付及び負担金の納付

新川森林組合及び林業各種関係団体

実績実績 計画
3,959

達成率
73.9%

補助金

3,309,000

終了年度

目  標  名

農林水産課

項

00

2,446
計画

24年度

事  業  期　間

政  策  名

林業関係団体振興事業

林業関係団体振興事業

自治事務

業務林政係

0765-23-1036

担
当
部
署

課       名

係　   　名

電 話 番 号

開始年度 会　   　計

款

２
事
業
概
要

事 業 概 要 新川森林組合等への運営補助金及び林業各種団体への負担金

対　   　象

意       図
（成果指標）

新川森林組合及び林業各種団体へ助成することにより、運営の円滑化及び健全化を図る。

手       段
（活動指標）

１
基
本
項
目

農林水産業費

林業費

林業総務費

平成5年度以前 予
算
科
目

当面継続 一般会計

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

５　林業の振興

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

①事務事業に携わる正規職員数

財
源
内
訳

新川森林組合へ補助金を交付した。
また、7団体への負担金を納付した。

400

3

400

3,309,000

4,125,155

0.0%

400

2,445,155
3

3,309,000

４
コ
ス
ト
情
報

人
件
費

支
出
内
訳

区　　分

①需用費

②県支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他

３
指
標

決算増減率

3,539,000
3,539,000 2,491,155

3,539,000 2,491,155

3,309,0002,491,155

-1.8%2,445,155

-1.8%

②委託料

単位
24年度

決算額

0 0

③工事請負費

3

3,539,000支出合計（Ａ）

予算現額

①国庫支出金

対象の妥当性

自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

2,491,155

4,171,155

3

400

1,680,000

400

1,680,000

評価項目 内　　容

2,445,155

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ａ

効  率  性

有  効  性

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

１次評価
（課長総括）

妥　当　性

0

26年度25年度

活
動
指
標

補助金の額 2,491

成
果
指
標

当初予算額

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

3,959,000
3,959,000-1.8%

予算現額 決算額

円）（Ｂ） 1,680,0001,680,000

5,219,000

２ 検討の余地あり

3,959,000

3,959,000

3

1,680,000

5,639,000

2,445,155

4,989,000 -1.1%

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 改善の余地あり

-1.8%

0.0%

0.0%

３ 妥当でない

評
価
結
果

３ 適正でない

　

２ 普通
２ 検討の余地あり

不要現行どおり補助することが適当 ２次評価

活動内容を精査し、適正な額となるよう留意する必要がある。

4,200③人件費（②×＠

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)



平成 25年度実績に関する事務事業評価表
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１ なし

Ａ

３ 適正でない

３ あり

１ 適正である

３ 低い
３ 低い２ 普通

２ 改善の余地あり
Ｂ

１ 妥当である
１ 高い

１ 適正である

１ 高い
１ 高い

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

３ 妥当でない１ 妥当である
１ 妥当である

協働になじまない

25年度

2

間伐実施面積

26年度

目施  策  名

計画

５-２　林業経営基盤の整備強化と担い手育成 市民協働の状況

指　標　名

1

単位

高性能林業機械（グラップル付トラック、ホイールローダー）の導入に対する助成

森林組合等の林業事業体・林業経営体

実績実績 計画
1

100.0%

達成率
100.0%

補助金

10,567,000

12,709,000

終了年度

目  標  名

農林水産課

項

2020

2
計画

24年度

事  業  期　間

政  策  名

森林整備加速化・林業再生事業

森林整備加速化・林業再生事業

自治事務

業務林政係

0765-23-1036

担
当
部
署

課       名

係　   　名

電 話 番 号

開始年度 会　   　計

款

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　県に造成した基金を活用し、地方公共団体、森林組合等の林業事業体・林業経営体、木材加工業者、木質バイオマ
ス需要者等の幅広い関係者からなる協議会による地域の創意工夫を活かした事業の組合せによる総合的な取組み要す
る経費に対し支援を行う。

対　   　象

意       図
（成果指標）

高性能機械の導入による施業効率化を図り、間伐材等の地場産材の生産拡大と安定供給体制の整備により、木材利用
の推進を図る。

手       段
（活動指標）

１
基
本
項
目

農林水産業費

林業費

造林事業費

平成24年度 予
算
科
目

平成26年度 一般会計

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

５　林業の振興

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

①事務事業に携わる正規職員数

財
源
内
訳

新川森林組合へ補助金を交付。
グラップル付トラック　１台購入
ホイールローダ　　　　１台購入

140

2

200

12,709,000

13,060,919

0.0%

200

12,472,919
2

1,984,000

４
コ
ス
ト
情
報

人
件
費

支
出
内
訳

区　　分

①需用費

②県支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他

３
指
標

決算増減率

14,842,000
1,642,000

10,725,000

1,593,720

14,842,000 14,408,720

12,709,000

12,815,000

14,408,720

-17.5%

-13.4%12,472,919

-13.4%

②委託料

単位
24年度

決算額

52 52

③工事請負費

2

14,842,000

13,200,000

支出合計（Ａ）

予算現額

①国庫支出金

対象の妥当性

自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

14,408,720

15,248,720

2

200

840,000

140

588,000

評価項目 内　　容

1,905,919

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ａ

効  率  性

有  効  性

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

１次評価
（課長総括）

妥　当　性

33

26年度25年度

活
動
指
標

高性能林業機械導入台数 1

成
果
指
標

当初予算額

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

9,993,000
1,107,000

8,886,000

19.6%

予算現額 決算額

円）（Ｂ） 840,000840,000

15,682,000

２ 検討の余地あり

9,993,000

9,993,000

2

588,000

10,581,000

12,472,919

13,549,000 -14.3%

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 改善の余地あり

-13.4%

-30.0%

-30.0%

３ 妥当でない

評
価
結
果

３ 適正でない

　

２ 普通
２ 検討の余地あり

不要現行どおり補助することが適当 ２次評価

間伐等の森林整備の加速化と間伐材等の森林資源を活用した林
業・木材産業等の地域産業の再生を図るため引き続き実施する必
要がある。

4,200③人件費（②×＠

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)


